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SUMMARY
　　

This thesis demonstrates how the U.S. and Japan covertly made combined military plans in the 
early 1950s. According to existing works, the U.S. and Japan verbally concurred that a Combined 
Planning Committee would be established in July 1952 to make these plans, but because of the 
Japanese government’s negative disposition, the committee’s activities were halted in early 1953. 
And another verbal agreement between the two governments was made in the spring of 1954, and 
the Combined Joint Outline Emergency Plan （CJOEP） was finally formulated in 1955. However, 
existing works have not proven why Japan, whose attitude toward the formulation of these plans 
was negative at fi rst, re-engaged in the planning process in 1954, and what negotiations took place 
in the background. This thesis successfully reveals these points. As per recently discovered first-
hand materials, the two governments had a deal where, if Japan decided to re-engage in the planning 
process, the U.S. would accept the Japanese proposal for Japanese defense budget in 1954. And after 
the two governments’ work to making those plans was once deadlocked, it was decided to continue 
it at the two militaries’ staff  level. During the negotiations, the most divisive issue was the command 
relationship between the two militaries. In the Memorandum of Understanding, framed by the staff -
level personnel of the two armies in 1953, the National Safety Forces of Japan would be under the 
command of the U.S. forces in emergencies. However, this was revised in the CJOEP in 1955 to 
vague expressions like “unity of command will be assisted by the establishment at an appropriate 
time of a combined and joint staff .” This implies that Japan eff ectively avoided explicitly mentioning a 
command relationship, and shows Japan’s strong will to its sovereignty and independence. This thesis 
also proves that Japan intended that the highest government authorities of the two countries approve 
the combined plans in the early 1950s. These fi ndings modify the existing belief that the CJOEP was 
merely research work by staff -level members of the two militaries. We can also see the origins of 
collective defense in the U.S.-Japan alliance.
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はじめに

　本論文では、1950 年代前半に、日米両政府間
で秘密裏に共同防衛計画策定を実施することが決
定された政治過程について明らかにする。共同防
衛計画策定は、同盟における共同防衛のための措
置の一つだと考えられるが、有事の際にどのよう
に共同防衛を行うかは、同盟の本質とも言える事
項であり 1、日米同盟の核とも言える事項である。
日米同盟において、それがどのようにして開始さ
れたのか、また、その内容はどのようなものだっ
たのか、ということを知ることは、過去、現在、
そして将来の日米同盟のあり方を考える上で重要
な示唆を与え得る。
　この時期の日米安全保障関係について扱った既
存研究の多くは、日米安全保障条約・日米行政協
定の締結や、日本の再軍備を巡る日米間交渉に焦
点を当てたものである。他方、日米両軍が有事
の際にどのように共同対処するかについての問題、
つまり共同防衛の問題について直接扱ったものは、
それと比較すると少ない。ただし、それぞれのテ
ーマの中で、共同防衛の問題に関連する言及は存
在する。それをまとめると次の通りである。
　第一に、太平洋軍司令官が提出したコマンドヒ
ストリー（1973 年版）を基にした研究が挙げら
れる 2。それは、共同防衛計画の策定は 1952 年
より開始され、1955 年に最初の計画が出された、
との事実に簡単に触れるのみであり、何故、どの
ような経緯で、この時期に共同防衛計画策定が行
なわれるようになったかについての詳しい説明は
ない。第二に、日米行政協定策定に触れた一連の
研究が挙げられる 3。日米行政協定には、有事の
際の日米両軍の共同対処について記した第 24 条
が含められたため、第 24 条の策定過程について
は詳しく論じてある。しかし、その後の具体的な
共同計画策定に関する日米間交渉については、そ
の多くが簡単に触れるに止まり、明田川（1999）
では、日米間で共同計画策定を行なうことを決定
した 1952 年７月の口頭合意に簡単に言及するの
みである。また、宮里（1987）は 1952 年７月の
合意に触れた上で、その後日米合同企画委員会が

設置されたが、1953 年２月まで何の成果も得ら
れず、以後日本側が協議を拒否したこと、また、
同年６月に協議が再開されたことについて言及し
ているが、「それ以後の経緯については今後の研
究をまたなければならない」としている 4。第三
に、日米両軍間の指揮権の問題に注目した古関の
研究が挙げられる 5。そこでは、1952 年７月の口
頭合意に加えて、1954 年にも同様の口頭合意が
行なわれたことに言及している。これは、1952
年７月の口頭合意以降の共同計画策定作業が、日
本側の消極性によって進展しなかったことを受け
て、再び行なわれたものであるが、それ以降の動
きについては触れていない。第四に、再軍備の問
題、すなわち、陸海空自衛隊がどのようにして形
成されたか、について扱った研究が挙げられる 6。
このうち、増田（2004）においては、陸上自衛隊
の形成との関連で共同計画策定に触れられている。
それによると、1954 年の口頭合意以降の共同計
画策定作業も、1952 年同様、「日本側の消極姿勢
により進展しなかった」とするに止まっている 7。
また、柴山（2010）では、行政協定 24 条の形成
経緯にはじまり、1952 年の口頭合意以降の共同
計画委員会での議論の内容に至るまで、詳細な内
容が明らかにされている 8。ただし、それは、日
本側の消極性が明白になった、1952 年 12 月の時
点迄までの議論であり、それ以降の動きについて
は明らかではない。
　ここで、上記で挙げた先行研究で明らかになっ
たことを簡単にまとめれば、次のことが分かる。
日本側の反対により、共同防衛措置に関する条項
が日米安保条約に含められなかったことを受けて、
行政協定第 24 条が定められた。これは、有事の
際に、日米両政府が協議することを定めたもの
であり、非常に漠然とした内容であった。このた
め、1952 年７月に、日米間で共同防衛のための
計画策定を行なうという口頭合意がなされ、それ
を遂行するための委員会が形成されたが、日本側
の消極性により計画策定は進展しなかった。その
後、1954 年に口頭合意がなされて、再び計画策
定に取り組むことになり、1955 年に最初の計画
が出された。
　しかし、この内容からは、消極的だった日本
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が、何故、1954 年以降、計画策定に取り組み始
めたのか、ということが明らかではない。そこに
は、日米間のどのようなやり取りがあったのであ
ろうか。また、日米間交渉では、どのような問題
が起こり、それは最終的にどのようにして解決さ
れたのだろうか。さらに、交渉の末に策定された
共同計画の内容はどのようなものであり、それは、
どの程度実効的なものにすると考えられていたの
だろうか。本論文では、以上の点について、既存
研究が詳細に議論していない、主に 1953 年から
1955 年に至る、共同防衛計画の策定過程を追う
ことにより、明らかにすることとする。

1．水面下での進展

（1）共同計画策定を巡る日米両政府の思惑
　日米間で有事の際の共同防衛計画を策定する
ことは、1952 年７月の吉田茂首相、マーフィー

（Robert D. Murphy）駐日米国大使らによる口頭
了解に基づき決定された 9。そもそも、この共同
計画策定については、米国側がその必要性につ
いて日本側に持ち出したという経緯が存在する 10。
1940 年代後半以降、東側陣営の脅威が増加する
中で、米国は、日本を安全保障上のパートナーと
して位置付け、日米安全保障条約、それに伴う行
政協定を締結したが、そこで、有事の際の共同対
処に関する内容について議論された。交渉におい
ては、米国側が、共同防衛措置に関する具体的な
内容の規定（有事もしくはその恐れがある場合に
は、警察予備隊等の日本の軍隊は、日本政府との
協議の後、米国政府によって任命された最高司令
官の指揮の下に置かれるとの内容）を含めること
を主張した。この米国側の主張が受け入れられれ
ば、有事の際の共同対処に関する実質的な枠組み
が作られる契機となり得たが、日本は、それに反
対した。その際には、政治的、そして法的理由よ
り、これを受け入れられないと説明している 11。
　政治的理由とは、このような規定が含められれ
ば、日本国民は、日米関係を不平等なものだと捉
え、両国関係にとって悪い結果となるというもの
である。例えば、岡崎外相は、「占領７年後の日
本、軍備をもたぬ日本が米国と平等の地位にあり

えないことは自明の理」であり、この点は、「軍
備を持つ西欧諸国と米国との間の統合司令部とは
ちがうことを考えるべきである」と米国側に釘
を刺した 12。また、従来、日本政府は、国会にて、
日米安保条約は、有事が発生しないようにするた
めに締結されたものであり、集団防衛措置といっ
たものについては考えていない、という答弁をし
ており、日本国民もその意味でこの条約を支持し
ている 13。よって、米国側が提示してきたような
内容を協定に含めることは、日本国民に誤解を与
え、政治的観点から言っても望ましくないと考え
る、との国内政治上の問題点についても指摘した。
もう一つの法的理由とは、現在の法律の下では、
日本の安全保障のために存在する全ての軍隊は、
国内治安を守るものであり、外部からの攻撃に備
えるものではない。また、憲法９条では、国の交
戦権が否定されている。よって、日本が第三国と
の間で戦争を行なう（もしくはそう解釈できる）
という規定を結ぶ訳にはいかない、というもので
あった。結局、行政協定において、有事もしくは
その恐れのある場合に、共同防衛措置について両
政府が直ちに協議する、とする曖昧な内容の規定

（第 24 条）を置くこととなった。つまり、米国側
が主張する、共同防衛措置に関する具体的な内容
の規定は、日米安保条約はもちろんのこと、行政
協定にも含められなかったのであった。
　その後、米国側が、このような状況に問題を
感じ、日本側に対して共同計画策定を提案する
に至る。具体的には、リッジウェイ（Matthew 
Bunker Ridgway）極東軍総司令官が、1952 年
４月 19 日付文書において、次のような見解を統
合参謀本部（JCS）に対して表明した 14。日本は、
平和条約が発効する４月 28 日までは、占領下に
あるために、有事の際、警察予備隊は、極東軍司
令部の指揮下に置かれる。しかし、日本独立後に
効力を持つ行政協定においては、有事の際の統合
防衛措置について、日米両政府間で協議を行うこ
とだけしか定めていない。リッジウェイは、有事
の際に、日本が、日米両軍はおろか、自らの軍を
制御し調整する能力を現在持たないことを鑑みて、
実際戦争が発生する前のこの時点で、調整された
計画や合意された手続きが効力を持つよう、米軍
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の指揮権に関する合意を達成する必要がある、と
した。さらに、当時の極東軍司令部の有事計画で
は、日本防衛のために日米両陸軍を今後２年間使
用することになっており、この計画を効率的に遂
行するためにも、指揮権の問題を解決する必要が
あるとの見解を示した 15。要するに、リッジウェ
イは、日本防衛のための共同計画策定、そして、
有事の際の統合指揮系統に関する日米両政府間の
合意が必要だと考えていたのであった 16。日本側
がこの提案を受け入れたことから、1952 年夏に、
日米共同計画委員会が設置され、共同計画策定作
業が開始されることとなったのであった。

（2）幕僚レベルの会合における議論
　このようにして設置された共同計画委員会は、
共同計画を策定するべく活動を開始したが、日本
側が、米国による統合指揮を認めること、そして、
実際に共同防衛計画の策定を行うことへ抵抗を
示したことより、委員会での議論は 1952 年８月
以降、ほとんど進展しなかった 17。これを受けて、
1953 年２月に、米国側が、保安隊と在日保安顧
問団（Safety Advisory Group Japan: SAGJ）の
幕僚レベルで、共同計画策定の前提について合意
形成を行うことを日本側に打診した 18。日本側は、
これを受け入れ、２月 11 日に第１回目の会合が
開催された。この後、数回の会合が開かれたが、
そこで主な対立点となったのは、指揮権につい
ての考え方についてであった。つまり、日本側が、
米国側の指揮権についての考え方、すなわち、有
事の際には、日本政府との協議の後に、米軍の司
令官が日米統合陸軍を指揮する、との考えについ
て難色を示し 19、意見を対立させることとなった
が、結局はそれを受け入れる結果となった。そこ
で、３月 31 日に会合での議論の内容を、共同計
画委員会に提出した 20。それは、「米陸軍と保安
隊の共同計画策定のための極東軍司令官と保安庁
長官との間の了解案」と題する文書であるが、こ
こで注意すべきは、この文書は、あくまで日米両
陸軍間の共同計画策定に関するものであるという
点である（つまり、陸軍以外の共同計画策定につ
いては扱っていないものだということ）。
　この「了解案」は、「I 定義」「Ⅱ防衛について

の考え方と目的」「Ⅲ支援」「IV 共同防衛計画」
「V 有事の際の組織と指揮関係」「VI 北海道にお
ける組織」「VII 在日保安顧問団（SAGJ）」「VIII
見直し」の８項目から成る文書である。特に重要
だと思われるのは、「IV 共同防衛計画」「V 有事
の際の組織と指揮関係」の部分であるが、「IV 共
同防衛計画」では、日本の陸上防衛のための共同
計画は、極東軍第 16 部隊司令官と保安隊第一幕
僚長との間で速やかに策定され、完成した後には、
極東軍総司令官、そして保安庁長官に最終承認の
ために提出されること、また、この計画は、当該
行動を取ることが適切だと双方が合意した場合に、
極東軍総司令官と保安庁長官が同時に出す指示に
よって実行されること、が記された。また、会合
にて日米間の意見が対立した「V 有事の際の組織
と指揮関係」の部分には、有事の際に、日本政府
との協議後、極東軍総司令官が日米統合陸軍の総
司令官（米軍の司令官）を指名することが記され
た。また、日米統合陸軍内で、作戦や計画に関し
て日米の司令官の間で不一致が見られた場合、よ
り高次の司令官に裁定を託すが、時間がない場合
には、米軍司令官が最終的な決定権を持つ、とい
うことも記された。その他、司令部の場所、日米
統合陸軍の司令官の役割、保安庁長官の役割に関
する具体的な説明も含まれている。この「V 有事
の際の組織と指揮関係」項目で注目すべきは、保
安隊が、米陸軍の指揮の下に置かれることが明示
された内容になっているということである。これ
は、米国側の考えそのものであり、日本側はこれ
に抵抗したが、結局は受け入れざるを得なかった
ことを示している。
　この報告文書に対して、４月９日に、増原恵吉
保安庁次長は、ブラウン在日米保安顧問副団長と
の会談の際、その内容に同意を示した。また、よ
り詳細な研究の必要性を認識したとし、保安隊
が極東軍第 16 部隊と直ちに計画策定を行うよう
指示すると言明した。ただし、委員会で公式的な
日米間合意を行うのは、この問題の政治的敏感性
からも得策ではないとの理由より、４月 14 日に
予定されていた委員会については、開催の延期を
提案した。米国側がこれを受け入れたため、結局、
この時期に委員会開催は行われなかった。その後、
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４月 21 日に、保安隊と第 16 部隊との間で計画策
定会合が開催され、1954 年５月の時点までに 12
回の会合が持たれた 21。これらの会合において検
討された共同計画では、特にソ連軍の北方からの
侵攻が想定され、それに対処するための方策が検
討されたようである 22。

（3）54 会計年度以降の防衛費を巡る取り引き
　　1953 年末から 1954 年初めにかけて、1954 年
会計年度以降の日本の防衛費を巡り、日米間で
激しい交渉が行われた。当初、米国側は、1953、
54 会計年度に保安隊の陸上兵力を５万人増加さ
せ、1955 会計年度に更に５万人増加させること
で、1956 年５月までに 21 万人に到達する、とい
う計画を日本側に示していた。これに対して、日
本側は 1957 年４月までに 18 万人（陸上兵力 17
万人と文民１万人を合計したもの）とする計画を
主張していた。交渉において、日本側が妥協する
見込みが少ないと判断した米国側は、次の代替案
を提示するに至る 23。それは、日本政府が、
　①有事の際の米軍による指揮のための適切な取
り決めを含む日本防衛のための効果的な共同計画
策定を開始する。
　②予備役システムを通して、陸軍の早急な拡大
の適切な基礎を形成する。
という２つのコミットメントを行った場合に、米
国は 1954 会計年度に３万人増、1955 会計年度に
４万人増で 1956 年４月までに 18 万人（文民を除
く）に到達する、という計画を受け入れる、とい
うものであった。ちなみに、アリソン（John M. 
Allison）駐日米国大使は、この妥協案で出した
数字、すなわち、1954 会計年度に陸上兵力３万
人増、が望み得る最大の増加幅であり、これでさ
えも確実ではないと考えていた 24。この米国案に
対し、日本側は、ほぼ受け入れる姿勢を見せ、岡
崎勝男外相は次のような案を示した 25。それは、
1954 会計年度に、陸上兵力を３万人（うち２万
人が軍人、1300 人が対戦闘機部隊、8700 人が文
民）増加させると共に、米軍との間で共同計画策
定を行うために新たなグループを形成し、予備役
システムを設置する、というものであった。つま
り、この時点で、日本側は、指揮権の問題を含め

た共同計画策定を行うことに対するコミットメン
トを行ったと言えるが、それは公表すべきではな
いとの考えを示した。池田勇人蔵相は、統合指揮
の問題は、主権や米国の干渉といった観点より、
日本人にとって不愉快な問題である 26、と注意を
促した上で、この案を受け入れる場合、日米両政
府間の了解は、公表する必要がないとした。米国
側もこの考えに同意し、共同計画策定に関しては
公表されることがなかった 27。この日本側の決断
に関して、極東軍司令部は、肯定的な評価を行っ
た 28。陸上兵力増に関しては、「日本政府が政治
的にこの時期できる最高のものだと考える」とし、
また、共同計画策定を行うためのグループ設置に
ついては、「非常に重要」であり、「米国が長期に
渡って実現を望んできた共同計画策定を遂行する
ことを可能にするための最初の確固としたステッ
プであるから」と高く評価した。その後、この決
定は、３－４月にかけて、日米両政府間の覚書、
そして書簡の形で文書化されることとなった。覚
書は公開された一方、書簡の方は秘密とされ、共
同計画策定を行うための枠組み設置の合意に関す
る言及（「日本は、出来るだけ早く、在日米軍と
自らの防衛軍による効果的な共同計画策定のため
の枠組みを形成する」）は書簡のみに含められた 29。

（4 ）共同計画委員会再開に関する日米間口頭合
意

　前々項で示した通り、1952 年８月に形成され
た共同計画委員会での議論がほとんど進展しなか
ったことを受けて、1953 年２月以降、保安隊と
在日保安顧問団の幕僚レベルで共同計画策定の前
提についての了解案が策定された。1953 年４月
以降は、それに基づき、極東米軍第 16 部隊と保
安隊幕僚第一室の間で、日本防衛のための計画策
定が行われた。ただし、これは陸上防衛のみを対
象とした計画策定であり、より広い範囲での、よ
り高いレベルにおける共同計画策定は、日本側の
消極的な姿勢により 30、進展しなかった 31。
　このような状況を打開すべく、ハル（John E. 
Hull）極東軍総司令官は、1953 年 10月31日に、共
同計画委員会の米国側メンバーを再び指名し、そ
れを日本側に通告した 32。また、12 月24日に、ハ
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ルは、アリソン大使らと共に、岡崎外相と会談し
たが、その際に、共同計画委員会の再開について
触れた 33。これを受けた岡崎は、保安庁が、委員
会のメンバーを指名すると応じた。しかし、その
後も日本側の反応は芳しいものではなかったこと
より、1954 年２月８日に、アリソン大使とハル
司令官は、吉田首相と会談した際に、共同計画策
定について話を持ち出すこととなる 34。米国側は、

「これまで口約束は数多くなされてきたが、具体
的な計画策定は実際になされていない」ことを不
満に思っていたとの旨、率直に伝えた 35。これに
対して、吉田首相は、共同計画に取り組むと言明
した上で、有事の際に、米軍人が日米統合軍の最
高司令官になることに問題はないとの個人的な見
解を示した。ハル司令官は、これに満足の意を示
し、公の声明又は文書を必要としないと言明した。
　同日（２月８日）には、ハルが、自らの訪米前
に、日本の防衛に関するブリーフを行って欲し
いと要請したことより、木村篤太郎保安庁長官
がハルを訪問し、会合を持った 36。その際、ハル
は、吉田との会談で言及したのと同じく共同計画
策定に関する問題を取り上げ、「非常に憂慮して
いる問題」だと説明した。ハル曰く、この問題に
は二つの側面があり、その一つは、日本の共同防
衛において日米両軍を使用するための共同計画策
定が進展していないことであった。ハルは、起こ
る可能性のあるどのような状況にも対応するため
に、そのような計画を持つことが重要だと考えて
いたが、日本政府は、これまで、この計画に関し
て共同作業を行なうことに消極的であり、米国側
は、その達成度に不満を持っていた。また、この
問題のもう一つの側面は、行政面での共同計画
策定であり、これはすなわち、日米両軍の配備を
共同で計画する、ということであった。ハルとし
ては、日本に存在する日米両軍が使用可能な軍事
施設は限られたものなので、戦術的要請や施設の
使用可能性を考えつつ、軍隊の配備を共同で計画
することは必須である、と考えていたのであった。
ゆえに、軍隊の戦術的運用や配備に関する共同計
画策定を開始するために、委員会のようなものを
設置することが重要だとした。以上のハルの考え
に対して、木村は総じて賛成の意を示し、第一の

共同防衛に関する共同計画策定に関しては、計画
に共同で取り組むための委員会のメンバーを双方
が指名する必要があるとした。
　以上の結果より、ハル司令官は、３月 10 日迄
に、本国に対して、日本側と秘密裏に共同計画策
定を早期に行う可能性があるとする文書を送って
いる 37。そこでは、効率的な共同計画策定を実施
する前に、早期に解決策や合意を必要とする主要
な問題として次のものを示した。
　①有事の際には在日米軍と警察を除く全ての軍
事的潜在力を持つ日本の組織は統合指揮の下に置
かれ、その最高司令官は日本政府との協議の後、
米国によって指名される。
　②日本への敵の攻撃の際（その場合には指揮権
についての時宜を得た決定ができないので）、日
本防衛軍は適切な米軍の司令官のコントロール下
に一時的に入る。
　つまり、この時点においても、日米両政府間

（陸軍間ではなく、より高いレベルである両政府
間）で統合指揮のあり方についての合意がなされ
ていなかったこと、そして、米国側はそれを早急
に解決すべき最も重要な問題として捉えていたこ
とが分かる。
　このように、米国側は、1954 会計年度以降の
防衛費を巡る交渉、そして 1953 年２月の首相や
保安庁長官とのやり取りの中で、その時期に行っ
ていた幕僚レベルの作業よりも高いレベルで、共
同計画策定を行うという日本側の言質を取るに至
った。その後、共同計画委員会のメンバーを選定
する作業に取り掛かったが、日本側は、日米相互
防衛援助協定や防衛費、自衛隊法に関する国会で
の審議が忙しいことを理由に、なかなかメンバー
を決定するに至らなかった 38。そこで、４月に入
ると、ハル司令官は、日本への脅威を鑑みて、効
果的な共同防衛計画策定を開始することの必要性
を要請するとの内容の個人的な手紙を、吉田に宛
てて送付した 39。これを受けた吉田は、４月 22
日に、ハル宛に書簡を送付し、日本政府が、共同
計画策定を全般的に承認すること（これには、保
安隊と極東米軍第 16 部隊の間で行われてきた共
同計画策定も含む）を明らかにした 40。また、極
東軍と共同防衛計画を行う日本側の代表として、
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林敬三保安隊第一幕僚長を指名した 41。
　さらに、５月に入ると、ハル司令官と吉田首相
との間で共同計画策定に関する合意がなされた 42。
具体的には、①日本防衛のための努力を統合する
こと、②有事の前に指揮関係を明確にすること、
③有事の際の責任と行動について決定すること、
④極東司令部と統合幕僚会議、そして極東司令部
の下位司令部と統幕スタッフレベルにおける共同
計画策定組織を設立すること、との点について合
意した。

（1）共同計画委員会における議論
　　１）目的・手続きに関する取り決めについて
　　ａ．第１回会合
　その後、共同計画委員会にて、日米間の共同有
事計画策定のための協議が開始された 43。第１回
会合は、５月８日に行われた。そこでは、主に予
備的な議論が行われ、1952 年に開催された委員
会会合にて了承された、委員会の運営手続きに関
する合意を依然として有効なものとして扱うこと、
そして、今後、日本防衛のための共同計画策定の
目的・手続きに関する取り決めを策定すること等
が合意された 44。新しく策定する取り決めは、日
本防衛に関連する全ての軍隊に関連するものであ
り、1953 年３月に日米陸軍幕僚間で策定した了
解よりも範囲が広く、より詳細な計画策定の基
礎となるべきものとして位置づけられた。さらに、
日本側の要請により、委員会の活動は秘密裏に行
われるべきとのことで一致した。会合では、日米
双方の参加者が、共同計画策定に関するいくつか
のコメントを出したが、中でも注目に値するのが
杉山茂第一幕僚監部第三部長のコメントである。
　杉山は、保安隊が自らの防衛計画策定を行う上
でも、米軍との共同作業が必要だとの見解を示し
た。従来、保安隊は、日本防衛のための計画策定
を単独で行なってきたが、そこで保安隊の支援を
行なうと想定される米海空軍の兵力は推測されて
きた。米海空軍の戦略や能力を知り、防衛計画を
確実なものとするためにも、米軍との共同作業が

2 ．共同計画委員会の再開と共同統合有事
計画概要（CJOEP）策定

重要だとの考えであり、林もそれに同意する考え
を示した。また、杉山は、米国側との共同計画策
定において最も重要な点は、防衛に関する考えを
統一することである、と主張した。第二次大戦後、
多くの米軍人と協議する中で、杉山は、彼らの防
衛に関する考えが日本側のそれと異なることに気
付き、日米両軍間で防衛に関する考え方を統一す
ることが必要である、と考えたのであった。ちな
みに、ここで杉山が言及した、日米間での防衛に
関する考え方の違いについてであるが、この第１
回会合の場において、杉山はこれに関する具体的
な説明はしていない。ただし、ほぼ同時期（５月
６日）に行われた在日保安顧問団長のヒギンス

（Gerald J. Higgins）少将との会合にて、林がこ
れに関連する発言を行っている 45。
　林によると、これまでの共同計画委員会におけ
る議論が必ずしもうまくいかなかった理由は、日
米双方が持つ日本防衛に関する考えの違いにある
と説明した。つまり、米国側代表は、問題を厳密
に軍事の側面から捉えているのに対して、自らの
防衛のための計画策定を行なう日本側代表は、軍
事のみならず、複雑な政治・経済・人的要因を
も考慮せねばならなかったからである、との説明
であった。ここで言う政治的要因とは、当時の吉
田内閣は、少数与党政権であり、必ずしもその立
場が強いとは言えず 46、野党、特に左派社会党が
反対する日米安保体制、その中でも最も敏感性の
高い、共同防衛の問題を取り扱う上では、慎重を
期する必要があった、ということであろう。また、
１（1）で示した安保条約、行政協定締結交渉時
に、日本側が共同防衛措置に関する提案を棄却し
た際に示した政治的理由も、依然として存在して
いたと考えられる。具体的には、政治的理由の一
つとして挙げられていた、日米関係の不平等性に
ついては、この時期においても依然として存在し
ていた。岡崎外相が触れていた「軍備を持たぬ日
本」という部分については、1954 年８月の自衛
隊創設に向けて変化が生まれつつあったものの、
そうではあっても保安隊や創成期の自衛隊と米軍
との力の差は歴然としており、平等性について大
きな変化が存在したとは言い難い。よって、この
当時であっても、日本国民が、極力日米関係を不
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平等なものだと捉えることのないよう、政治的に
配慮する必要があったということであろう。
　また、日本側が考慮すべきだと考えた経済的要
因とは、敗戦後の日本は、経済的・財政的に厳し
い状況であり、吉田首相が経済優先主義を貫いた
ように 47、当時、軍事に割くことができる経済的
資源には限度があったということを示していると
考えられる。最後の人的要因とは、戦後、旧軍が
解体され、多くの軍人が公職追放された後、警察
予備隊、そして保安隊が形成されたが、そこでは、
旧軍人の登用も一部ではあったものの、その多く
が新しく採用した隊員によって占められていた 48。
そのために、その制約の中で、どのようにして日
本防衛を確実にするのかを考えなければならなか
った状況を示している。
　第１回会合後の５月 15 日に、米国側は、共同
防衛計画策定の目的・手続きに関する取り決め案
を提出し、日本側は、防衛計画協議を秘密裏に行
う必要性に関する文書を提出した 49。このように
５月 15 日に日米双方が草案を交換するに先立ち、
杉山が極東軍を訪問し、提出を前に、日本側草案
に対する非公式なコメントを求め、また、米国側
草案の内容を探ろうとした 50。これに対して極東
軍は、日本側草案は、次回会合にて日米間の了解
を得られる現実的なものだと評した。また、米国
側草案に関しては、５月 15 日まで日本側に見せ
ることはできないとしつつも、その概要について
説明した。それによると、文書は、共同計画策定
の目的、共同計画委員会における手続き、議題、
秘密性についての内容を含んでいるとのことであ
った。さらに、この会合では、共同計画委員会の
秘密性についての議論がなされた。杉山は、委員
会の存在を秘密にし、そこでの作業を秘密裏に行
うことの重要性を強調し、それに米国側が同意し
た。また、共同計画策定の作業に関わる関係者は
最小限に止めることが望ましいとの指摘もなされ
た。

　　ｂ．第２、３回会合
　第２回共同計画委員会は６月２日に開催された。
そこでは、極東軍司令部より、５月 15 日に提出
された日米双方の案を統合した取り決め案が報告

された 51。日本側は、その文書を研究するために
時間が必要だと要求し、米国側はそれを受け入れ
た。また、米国側は、近いうちに、有事計画概要
の形式を日本側に伝える、と言明した。また、こ
の時期には、同時に、日本防衛に関する統一的な
戦略的考え方について、日米双方で草案を策定す
る作業もなされた 52。
　第３回会合は、６月 19 日に行われた。この会
合では、前回会合にて提出された、共同防衛計画
策定の目的・手続きに関する取り決め案の修正に
関する議論がなされた 53。主な論点は、日本側が

「３．委員会の目標」の一つ、「a.　保安庁と米極
東軍司令部代表との間にて、日本防衛のための戦
略的考え方、日本防衛に直接関係する全般的な政
策事項に関する相互合意（Agreement）に達す
る」（下線部筆者）に関する修正を求めた点であ
る。日本側は、第一に、合意（Agreement）を
了解（Understanding）に修正するよう要求した
が、その理由について、「国会への配慮である」
との説明を行った。林曰く、日米間での共同防衛
計画策定には、非常に高レベルの機密が含まれる
ので、その内容は秘密にしておく必要がある。し
かし、現在、日本には、軍事機密を保護するた
めの法律が一つしかなく、それは、日米相互防衛
援助協定や同様の取り決めの下、米国側と交換し
た物資その他の情報に関わる軍事機密を守るため
の法律であり、日米間の共同計画に関する軍事機
密はその対象ではない。つまり、限られた内容の
機密保護法が一つしか存在しないがゆえに、日本
における機密情報の保護には限界があると言え
る 54。例えば、政府高官が国会で、日米両軍間の
統合有事計画に関する「合意」文書について質問
された場合には、この事項は既存の機密保護法の
範囲外であるので、政府高官は、その内容につい
て、全て正確に答える必要がある（もちろん、こ
のような内容は国会の秘密部会において扱われる
ことが想定されるが、林は、国会議員は左右様々
な政党に所属しており、秘密を守るかどうかは心
許ないとの見方を示している）。日本が、「合意」
に代えて「了解」と変更することを要求する理由
はここにあった。内容に公式的な拘束力があると
される「合意」であれば、国会で正確に内容を説
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明する義務があるが、内容に公式的な拘束力のな
い「了解」であれば、その内容を説明する際にも、
機密事項に触れることなく、一般的内容を説明す
ることが可能だからである。また、日本側として
は、「合意」を「了解」に代えたとしても、その
内容は同様の効果を持つと考えており、米国側も
これを理解してほしい、との言及も行った。日本
側としては、それが「了解」であれ「合意」であ
れ、その内容は変わらないので、同様の効果を持
つとしたかったのである。
　 こ の 点 に 関 し て、 ロ ジ ャ ー ズ（Elmer J. 
Rogers, Jr.）極東軍司令部 J3 副参謀長は、日本
側の考えを十分理解した、とし、日本側の求める
修正案を受け入れる見解を示した。米国側とし
ては、日本側が提案した「了解」という語句は、

「合意」と比較すると若干弱いと考えたが、その
ように変更したとしても、その効果は、同様に確
保できるだろうとした。なぜなら、結局、この文
書の効果は、「了解」や「合意」といった文言と
いうよりもむしろ、日米共通の努力や意思に依存
するものだと米国側が考えたからである。
　日本側は、第二に、「了解」を策定する日本側
代表を、従来の案にあった保安庁ではなく、統合
幕僚会議とすることも要求した。また、この変更
の理由についても、国会対策であると説明した。
つまり、保安庁は政府機関であるので、それが関
われば、日米間のどのような文書、つまり「合
意」であっても「了解」であっても公式的なもの
となる。他方、保安庁より低いレベルの統合幕僚
会議が関わるものであれば、「了解」は軍事専門
家レベルの非公式な研究として扱うことが可能に
なり、国会においても、機密事項に触れることな
く、一般的内容を説明することが可能となるから
である。また、このような変更を行ったとして
も、「了解」の効力は同じである、とし、実際に
は、この文書を少なくとも保安庁長官、最終的に
は首相にまで提出すると言明した。
　このような日本側の提案に対して、ロジャーズ
は、次のような憂慮を示した。それは、日本側が
代表のレベルを下げることにより、計画策定が妨
げられる、つまり、高いレベルでの合意ができ
ず、それによって計画策定が失敗する、という可

能性が生まれるのではないかというものであった。
これに対して林は、そのような憂慮の必要はなく、
この変更は、計画策定の実施に何の影響もないと
した。また、この文書が、日米両政府間の了解で
あることを確認するため、吉田首相とハル司令官
との会合を持つことも可能だとした。ロジャーズ
は、この件については、後ほどハルと協議する等、
研究した上で、結論を出したいとの意向を示した。
　また、第３回会合においては、日本側が、有事
の際には、保安隊は米軍と一体となって行動する、
との言明を行った。これは、林が、日本の国会に
おける議論を説明した際に、米国側が、吉田と木
村の答弁（「日本軍は米軍の傭兵ではなく、有事
の際には独立して行動し、米軍とは対等の基礎に
立つ」）について、現実的ではないと批判したこ
とよりもたらされた言明であった。つまり、米国
側は、有事の際に、保安隊が米軍より独立して行
動したり、日米両軍間の調整がないことは不可能
である、との理由より、吉田や木村の発言を批判
したのであった。これに対して、林は、吉田や木
村は、保安隊は米軍の傭兵ではないという意味で

「独立して」、と言及したのであって、「独立して」、
という言葉は日本軍が別々に行動するということ
を意味しない、とした上で、有事の際には、日米
両軍が、共に、一つになって行動する、と述べた
のであった。
　　ｃ．「了解」文書
　以上のような議論を経て、了解案は、７月 10
日に「有事の際の日本防衛における日米両軍の使
用のための共同計画発展の手続きに関する共同計
画委員会の日米代表間の了解」文書として、承認
された 55。署名したのは、林、そしてロジャーズ
であり、日本側が要求したように、高いレベルの
関係者が署名しないことにより、表向きは、日米
両軍間の研究文書として位置づけることが可能に
なった。この「了解」文書には、共同計画委員会
の名称・目的・目標・手続き・機密保持に関する
内容が含まれていた。名称に関しては、正式名称
を共同計画委員会、短縮形を FTC とすることに
し、短縮形は公開可能だが、正式名称は非公開に
することが定められた。また、委員会の目的は、

「日米陸海空軍が、有事の際に、日本防衛のため
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に統合的に運用されるよう、効果的な計画を準備
することを確実にすること」であり、具体的には、
　①防衛に関する考え方の統一
　②共同防衛計画策定のための基本的原則や手続
きの設置
　③有事の際に（暫定的に）使用する指揮関係の
予備的設置
　④有事が起こる前に必要とされる防衛責任や計
画の決定
　⑤有事の際の責任や行動内容の決定
を行うこととされた。委員会の目標の部分では、
以上の目的を達成するためのより具体的な方策が
示された。その後、手続きの項において、実際に
計画策定を行う上での手続きが定められ、計画策
定を行うために陸海空防衛共同計画グループが設
置されること等が決められた。最後の機密保持の
部分では、委員会の存在、そしてそこでの決定が
秘密にされることが定められた。その理由として、
これらの漏洩は、国家安全保障に負の影響を与え、
一国もしくは両国の利益や評判を害することにな
り、第三国を資することになるので厳格な機密保
持措置を取る必要があるとされている。

　　２）CJOEP に関して
　　ａ．第３回会合後の米軍内での調整
　第３回会合にて、共同防衛計画策定の目的・手
続きに関する取り決め案に関する議論がある程
度まとまったことから、６月下旬以降、新しい
CJOEP を策定するための作業が本格化した。例
えば、６月 24 日に行われた米軍内部の会合では、
極東軍総司令部が策定した新しい CJOEP 案の内
容について説明し、これに対して、各司令部はコ
メントを出すことを要求した。これを受けて出さ
れた文書において、陸軍は、日米両政府の補給に
関わる責任を確実にするための計画を CJOEP に
組み込むことを強調した。空軍は、日本軍の増強
や必要な場合の日米共同行動を可能にするため
の規定を確実に盛り込むことに主な関心を持つ
とのコメントを行った。海軍は、韓国軍の行動
に関して状況を明らかにする必要性を指摘した 56。
また、在日軍事援助顧問団（Military Assistant 
and Advisory Group Japan （MAAGJ）） も、 ７

月７日文書 57、そして８月 20 日文書 58 にて、こ
の CJOEP 案へのコメントを極東軍司令官宛に送
付した。８月 20 日付文書では、日米両軍の任務
について規定されていた部分に関するコメントが
付された。そこでは、極東軍司令部案にて、「自
衛隊が米軍を支援する」とされていた部分を「米
軍と共に参加する」との内容に変更するべき、等
の修正が提案された。この背景には、日米両軍の
関係をより対等なものにしようとする意図があっ
たと推測できる。また、指揮権の問題に関しての
意見も見られ、この問題の解決は必要ではあるも
のの 59、それを待つことなく、軍レベルにて共同
計画策定を緊急に行う必要があるとのことであっ
た。MAAGJ がこのような見解を持つに至った理
由は、従来、有事の際には、米軍司令官が、日米
両軍に対して統合指揮を執るとの米国側の考えに
理解を示してきた日本側が、この時期、この問題
に関して、日米の共同指揮システムを設置するこ
とを提案してきたことにあると考えられる 60。ま
た、様々な修正を経た後に、８月 23 日に出され
た CJOEP 案は、共同計画委員会の小委員会にて
研究され、その結果が、９月２日の第４回会合に
提出された 61。

　　ｂ．第４回会合
　第４回会合では、CJOEP 案の一部が暫定的に
承認されることとなった。具体的には、計画の前
提や敵の状況、日米両軍の状況について書かれた
パラグラフ１、日米両軍の戦略上の目的について
書かれたパラグラフ２、そして全般的な任務につ
いて書かれたパラグラフ 3a の部分が、林とロジ
ャーズとの間で口頭にて、暫定的に承認された。
暫定的、というのは、後ほど CJOEP 全体が完成
し、木村やハルに提出する際に、もう一度見直し
を行うということが決められたからである。また、
この会合では、７月 10 日の「了解」文書にて設
置が決定された、陸海空防衛共同計画グループを、
この時点で設置するかどうかについても話し合わ
れた。米国側は、設置に積極的な姿勢を見せたが、
日本側は、それは早すぎるとして反対した。日本
側としては、この時点では、共同計画委員会にお
いて、陸海空防衛共同計画グループで計画策定を
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行うための基本的政策や原則を規定する作業（こ
れは、共同計画委員会の小委員会にてあと１－２
ヶ月かけて行うことを主張）に重きを置くべきと
の考えを持っていた 62。これに対して、米国側は、
日本側が想定する小委員会での作業の一部は、米
軍のやり方だとより低いレベル、すなわち陸海空
防衛共同計画グループのレベルにて取り扱われる
べきものだとした。ただし、この時点では、日本
側の主張を受け入れることが賢明だと判断したた
め、結局、小委員会における更なる作業の後、陸
海空防衛共同計画グループを設置するということ
で合意した。
　この会合では、さらに、共同計画委員会におけ
る、将来的な計画策定に関する議論もなされた。
米国側は、８月 17 日に行われた第 17 回木村＝ハ
ル会談にて、日本防衛のための「必要計画」を策
定することが必要であり、特に、米軍撤退と自衛
隊増強は調整されるべきものであるとの合意がな
されたことを持ち出した。この「必要計画」とは、

「能力計画」と対になって使われるものである。
「能力計画」とは、司令官が自らの任務を遂行す
るためのものであり、現在使用可能な軍隊を使う
ことを想定して作られる。これに対して、「必要
計画」とは、同様に司令官が自らの任務を遂行す
るためのものであるが、現在使用可能ではない軍
隊、つまりその任務を遂行するために、将来的に
追加されることが望ましいと考えられる軍隊も含
んだ形で作られるものである。共同計画委員会に
おける従来の議論は、「能力計画」に関するもの
であり、有事の際に日本を防衛するために、現在
使用可能な日米両軍を使用しての有事計画策定に
ついてであった。米国側は、今後は、共同計画委
員会において「必要計画」を扱うべきだと考えて
おり、それは、前述の木村＝ハル会談においても
実施するとのことで合意した、としたのであった。
また、このような「必要計画」は、調整された形
での米軍撤退と自衛隊増強を実施する上で、必須
のものであるとの考えも示した。さらに、米国側
は、具体的に、現在 2‒1/3 個師団存在する在日米
陸軍を、1956 米会計年度に 1/3 個師団、1957, 8
米会計年度に１個師団ずつ撤退させるという暫定
的かつ非公式な計画に言及した上で、これは陸上

自衛隊増強の程度と調整される必要があるとした。
日本側は、「必要計画」の研究に取り組むことに
合意し、今後の会合にて、この問題について扱う
ことが決定された。

　　ｃ．小委員会での作業
　第４回会合後は、小委員会にて CJOEP 策定作
業が行われた。10 月中には、任務に関するパラ
グラフ３の作成作業は終了し、兵站と行政上の計
画について扱ったパラグラフ４、そして指揮とコ
ミュニケーションについて扱ったパラグラフ５に
ついての作業が行われた 63。また、10 月 27 日に
は、９月２日の共同計画委員会にて暫定的に承
認されたパラグラフ１から３の部分が、米国政府
の各部局に配布された。11 月に入ると、添付文
書にも作業が及び、B．日本防衛のための在日米
軍、C．自衛隊、の部分が形成された 64。12 月初
旬までには、小委員会にて、兵站と行政上の計画
について扱ったパラグラフ４が完成し、関係する
日米当局と共同計画委員会にて考察されつつある
状態となった 65。また、パラグラフ５の指揮とコ
ミュニケーションの部分については、小委員会に
て作業が継続され、添付文書（A. 諜報、F. コミ
ュニケーション）の準備も行われた 66。12 月下
旬には、CJOEP が完成したことを受け、12 月 27
日の会合にて、それを日米両軍の代表の間で暫
定的に承認することが予定された 67。しかし、27
日の朝、林統合幕僚会議議長が、日本側としては
CJOEP を承認するとの意向に変わりはないもの
の、新しい防衛庁長官がまだ承認していないので、
合意文書に署名することはできないと米国側に申
し入れた。結局、CJOEP は、１月に入ってから

（１月６日）、林とロジャーズにより暫定的に承認
された 68。ここで、CJOEP を「暫定的に」承認
することとしたのは日本側からの要請によってで
あった 69。日本側は、CJOEP には、それを承認
していることが有事の際の対応に必須だと認識し
てはいるものの、現在の日本の法律の下では、防
衛庁のレベルでは承認できない部分（具体的には、
有事に関する規定の一部）が含まれる。林によっ
て行われた承認は、このような部分に関して、将
来的に法的問題が解決されるだろうとの前提に基
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づいてなされる、という意味において暫定的なも
のだ、と主張した。米国側がこの日本の立場を理
解したことより、CJOEP は「暫定的に」承認さ
れることとなったのであった。また、これを受け
て、陸海空防衛共同計画グループを設置すること
も合意された 70。

 （2）CJOEPの内容
　１月６日に暫定的に承認された CJOEP は、日
本防衛のための共同計画策定を行う上での指針
として策定されたものであったが、その内容は
次の通りである 71。CJOEP の正式名称は、「次
の 12 ヶ月における攻撃からの日本防衛のため
の共同（Combined, 日米、FEC －防衛庁）統合

（Joint, 陸海空）概要（Outline, 戦略ガイダンス）
有事（Emergency, 現在の能力）計画」とされる。
これより明らかなことは、基本的に、CJOEP
は、暫定的承認を受けた日から 12 ヶ月間有効
だということ、また、その対象は日本防衛、と
いうことである。また、題名の中にある「共同

（Combined）」とは、異なる国家間の協力を意味
し、また、「統合（Joint）」は、陸海空等、異な
る軍種間の協力を指す 72。さらに、「（現在の能
力）計画」とあることから、これが、現在使用可
能な日米両軍を使用することを想定した有事計画
策定を念頭に置いた「能力計画」であることも分
かる。また、この文書は、共同計画委員会が、極
東軍司令官と防衛庁長官に対して、これを承認す
ることを推奨する、という形式を取っている。
　パラグラフ１では、まず、共同防衛計画策定の
必要性等を認識した上で、有事が起こる前には、
日米両軍が緊密に協力する形で準備を行うこと、
また、有事の際には統合軍として作戦活動を行う
ことに着手する、とした後で、有事計画策定を行
う上での前提に触れている。これは、第一に、ソ
連を中心とする共産主義諸国が日本を自らの陣営
へと取り込もうとし、またそれが叶わない場合に
は、日本を弱体化させようとしていること。第二
に、日米両政府は、日本を独立国、そして自由世
界のメンバーとすることで意見を一致させ続ける
こと。第三に、日本は、産業基盤を形成し、均衡
の取れた陸海空軍を発展させることで、自らの防

衛責任を増加させること。第四に、日本の防衛力
増強により、米軍は、徐々に撤退することができ
るが、有事の際の継続的な軍事支援を確実にする
ため、米国は、安保条約に記されている基地に対
する自らの権利を保つこと。第五に、米韓相互防
衛条約は、この計画期間においても効力を持つと
いうことである。
　パラグラフ１の次の部分では、敵の状況につい
て具体的に示される。敵軍は、シベリアにおける
ソ連軍、中国と北朝鮮における共産中国軍、そし
て北朝鮮軍だとされ、極東における敵軍の推定
量は、陸軍が約 300 万、様々なタイプの戦闘機
7500 機、主要戦闘艦船 150 隻だとされる。また、
敵軍の規模を考える上では、敵軍の兵站面での弱
さ（これは長期的には克服可能だと考えられてい
る）への考慮も必要だとの言及も見られる。また、
日本に対する攻撃の具体的あり方（最もあり得る
と考えられるもの）についての言及も存在する。
具体的には、制空権を得るための航空攻撃、日本
周辺海域への海軍による攻撃、北海道や北部本州
地区に対する空挺攻撃、破壊工作や諜報活動、と
いったものを挙げている。この後の部分では、日
米両軍についての具体的な状況について言及され
ている。
　パラグラフ２は、日米両軍の使命、そして全般
的な戦略上の考え方、についてである。ここに記
載されている日米両軍の使命とは、日本への攻撃
を抑止し、攻撃された場合にはそれを排除する方
法を発展させ、組織化することだとされる。また、
それぞれの責任についての記述も見られ、外から
の攻撃に対しては、日米両軍がそれぞれの能力に
合わせた統合的な責任を持つとされる一方、日本
の国内治安の確保については、安保条約第１条に
規定されている支援と共に、日本政府が責任を持
つとされる。さらに、共産主義による攻撃から日
本を防衛するためには、第一に、攻撃を抑止する
ための防衛態勢の発展、第二に、日本に対する攻
撃の排除、第三に、日本へのコミュニケーション
ラインの保持、が必要だとされる。
　パラグラフ３は、作戦計画上の任務についてで
ある。ここでは、日米両軍の具体的な任務につい
て規定されている。全般的な任務の部分（3a）に



― 37 ―日米同盟における共同防衛体制の萌芽

は、極東軍司令部、そして防衛庁の任務が記され
ている。具体的には、第一に、相手国の軍隊（つ
まり日本であれば米軍、米国であれば自衛隊）
と共に、必要なコミュニケーションラインを含む、
日本の陸海空防衛を行うこと。第二に、防衛庁は
日本防衛のために適切な装備を発展させ、極東軍
司令部はそれを支援すること。第三に、防衛庁は、
民防空措置を発展させ、極東軍司令部はそれを支
援すること、である。ちなみに、９月２日の共同
計画委員会では、この部分まで記した草案が提出
され、暫定的に承認されたが、その時に提出され
た文書と最終的に承認されたものを比較すると変
更はなかったことが分かる。
　その後の部分では、有事の前の段階における陸
海空軍の任務が規定されている。日米双方の陸海
空軍それぞれに、様々な任務が付されているが、
総じて言えば、日本防衛を行う上で、それぞれが
担う作戦のための共同計画を準備すること、また、
自らの任務を果たすための能力をつけるべく訓練
を行うこと、が日米の陸海空軍全てに共通する任
務として規定されている。また、その後に定めら
れている有事の際の陸海空軍の任務についても、
様々なものが存在するが、全てに共通しているの
は、相手国軍と協力して日本防衛に関連する作戦
を遂行すること、統合軍と共に、共同作戦に参加
することである。
　パラグラフ４は、兵站と行政に関する規定につ
いてであり、最初の部分には、極東軍司令部、そ
して防衛庁の任務について記されている。その後
の部分には、日米陸海空軍に与えられた有事以前
の段階、そして有事の際における任務について記
してある。パラグラフ４には、その他、供給・避
難と入院・輸送・サービス・不動産・人員、に関
する規定も存在した。
　最後のパラグラフ５は、指揮とコミュニケーシ
ョンに関する規定である。指揮関係については、
次のように規定されている。有事以前の段階にお
いては、基本的には、日米両軍がそれぞれ自国軍
内部の指揮関係に基づいて行動する。ただし、共
同計画策定や訓練における日米両軍の調整は、共
同計画委員会、共同計画グループ、関係司令部に
よって実行され、また、有事以前の段階において、

完全な調整を必要とする防空のような特定のケー
スにおいては、作戦コントロールを含む統合関係
が、相互合意の下、速やかに設立される。有事の
際、もしくは有事が迫っていると認識された場合
においては、日米両軍に対する統合指揮が設置さ
れ、それを支援するために統合・共同スタッフが
設置される。ちなみに、この部分については、策
定途中の段階の草案と比較すると、若干違いが見
られる。有事以前の段階における指揮関係の部分
については、違いはないものの、有事の際、もし
くは有事が迫っていると認識された場合における
指揮関係の部分に違いが見られるのである。当初
の案では、次のように記されていた 73。
　「共産主義国による日本の攻撃が行なわれた際、
もしくは極東軍司令官や防衛庁長官が有事が間近
だと認識した場合には、統合軍司令官の下、日本
における全ての日米両軍に対する統合指揮が設置
される。統合軍司令官は、統合・共同スタッフを
持ち、日本防衛における軍事努力の統合を確実に
するため、共同統合指揮系統を通じて指揮を行
う。」（下線部筆者）
　以下は、１月６日に最終的に承認された
CJOEP に含まれていた該当部分である。
　「共産主義国による日本の攻撃が行なわれた際、
もしくは CINCFE や防衛庁長官が有事が間近だ
と認識した場合には、日本防衛における軍事努力
の統合を確実にするため、日本における全ての日
米両軍に対する統合指揮が設置される。指揮の統
合は、適当な時期に、統合・共同スタッフを設置
することで支援される。」
　これらを比較すると、当初の案では、「統合軍
司令官の下、日本における全ての日米両軍に対す
る統合指揮が設置される」とされているのに対し
て、最終的に承認された CJOEP では「統合軍司
令官の下」との文言が削除され、「日本における
全ての日米両軍に対する統合指揮が設置される」
としている。また、第２文についても、当初の
案では、統合軍司令官を主語として、それが共同
統合指揮系統を通じて指揮を行う、という内容と
なっているのに対して、承認された CJOEP では、
統合軍司令官に関する記述はなく、指揮の統合の
あり方について、統合・共同スタッフに支援され
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ると言及する内容になっている。この背景には、
日本側が統合指揮、特に自衛隊が米軍司令官の下
に置かれる形でのそれ、に対して、できればそれ
を明示することを避けたいとの意図があったので
はないかと推測できる 74。
　さらに、CJOEP には、添付文書も添えられて
おり、統合諜報・日本防衛のための在日米軍推定
量・自衛隊推定量・コミュニケーションに関する
ものが挙げられている。そのうち、統合諜報、コ
ミュニケーションに関する文書は、今後作成する
ことになっており、また、それ以外の文書も必要
に応じて追加されることとなった。

（3 ）新たな対日政策文書（NSC5516/1）策定と
の関連

　この時期、米国政府部内では、国際情勢の変化
と極東政策の見直しを受けて、新たな対日政策文
書（NSC5516/1）策定作業が行われていた 75。た
だし、この作業の中において、共同計画の問題が
大きく取り上げられたとは言い難い。策定作業の
中で当該問題が議論された様子はあまりなく、そ
れについて触れられた数少ない文書である在日米
国大使館発 1954 年 10 月 25 日付の「米国の対日
政策文書の予備的再検討」文書においても、以下
の通りであった。そこでは、現状を説明する部分
において、共同計画策定の進展についての言及が
あり、また、それに関わる問題点についても、指
揮関係についての枠組みを設置すべきとの点が
具体的に挙げられている 76。しかし、同文書最後
の「V．日本再軍備に関する米国の計画の再評価
のために必要な問い」の部分には、関連する内容
が存在せず、新たな対日政策文書策定において熟
考すべき問題として捉えられていなかったことが
伺える。その理由としては、秘密裡ではあったも
のの、米国が必要だと考えた共同計画策定は順調
に進展しつつあったことがあるのではないか。こ
の文書で問題視された指揮関係についての枠組み
に関しては、２（1）2）c で示したように、ちょ
うどこの時期に共同計画委員会において議論され、
CJOEP に含める内容が決定されつつあった。よ
って、解決されつつある問題として、重視されな
かったと考えるのが妥当であろう。また、もう一

つの理由としては、この文書を作成した大使館は、
新たな対日政策文書において、日本の経済的自立
と政治的安定を重視し、その妨げとなるような再
軍備圧力をかけることは避けるべきだとの主張を
していたことがあるのではないか。つまり、共同
計画に関連する問題を取り上げ、その改善を日本
に求めることは、政治的安定を乱す可能性のある
再軍備圧力と取られかねないとの危惧があったの
ではないかという説明もできよう。
　実際に、完成した NSC5516/1 文書においても、
共同計画については、行動指針として「軍事計
画や作戦を調整するための枠組みを発展させ続け
る」との内容が含められるに止まった 77。この内
容は、それ以前の対日政策文書に見られたものと
ほぼ同様のものであり（例えば、NSC125/6 文書
では、行動指針として「日本防衛のための日本と
の共同計画形成を更に発展させる、特に有事の際
に米軍と保安隊とが共同使用できるような指揮構
造について取り組む」とある 78）、NSC5516/1 文
書にて新たに含められた内容ではなく、また、特
に NSC5516/1 文書の中で前文書よりも強調され
た様子はない。むしろ、統合指揮の必要性につい
ての部分が削除されており、より淡白になった印
象もある。これは恐らく、1955 年１月に CJOEP
が承認され、それに基づく共同計画の策定作業
が 1955 年に開始されたことを受けて、この問題
については一応の目途がついた、との考えがあ
ったためではないかと推測できる（NSC5516/1
文書は 1955 年４月に採択された）。また、統合
指揮の必要性について削除された点については、
CJOEP 策定過程において、統合指揮に関する議
論がなされ、一応の結論が出されたことがあった
のではないかと考えられる。

おわりに

　本論文では、既存研究では明らかにされていな
い問題点、つまり、何故、当初、共同防衛計画策
定に消極的な姿勢を見せた日本側が、1954 年春
以降取り組み始めたのか、そこには、日米間のど
のようなやり取りがあったのか、という点を明ら
かにすることができた。新しく発見された史料に
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より、そこには、1954 年度防衛費との取り引き
があったことが実証された。また、日米両軍の首
脳レベルにて進められていた共同計画策定作業が
進展しないという状況になった際に、幕僚レベル
にて作業を進めることが決定され、それが実行さ
れていたことも明らかにされた。
　さらに、本論文では、共同計画策定を巡る日米
間交渉の詳細、そして策定された CJOEP の内容
を明らかにすることで、当該交渉では、どのよう
な問題が起こり、それは最終的にどのようにして
解決されたのか、ということについても明らか
にした。交渉において、最も日米間の意見が対立
した問題は、日米両軍間の指揮関係についてであ
った。この指揮権の問題は、国家の主権に関連す
るがゆえに、非常に重要な問題だと考えられたの
であった。既存研究では、米国側との交渉の中で、
吉田首相をはじめとする日本側が、米軍の統一指
揮の下に日本軍を置くことに口頭了解したとのこ
とが指摘され、日米同盟を巡る密約の一つだとさ
れてきた 79。しかし、ここで密約だと指摘された
内容は、あくまで口頭了解であり、文書化された
ものではない。本論文では、共同計画策定過程を
詳細に追うことで、そこで指揮関係についてどの
ように考えられたのか、また、CJOEP 等の文書
にてどのように定められたのかということを明ら
かにした。そこで分かったことは、陸軍間の作業
部会で形成された了解案では、保安隊が米陸軍の
指揮下に置かれることが決められたが、統幕レベ
ルの CJOEP では、最終的には、それが変更され、
自衛隊と米軍による統合・共同スタッフにより統
合指揮が支援されるとの曖昧な表現になった。と
いうことである。これより、当時は、日米間の国
力が大きく異なり、自衛隊が米軍の指揮下に置か
れて当然の状況であったが、日本側は、それを文
書で明示することを避け、最終的に「密約」内容
の明確な形での文書化を避けることに成功したこ
とを意味している。また、ここからは、日本の自
らの主権や独立性に対する強い意思を見て取るこ
とができる。
　以上に加えて、本論文では、共同計画策定過程
における日米間の協議の内容を明らかにすること
で、少なくとも 1950 年代前半の時点では、日本

側は、共同計画を、政府の最高レベルによって承
認された実効的なものにしようとの意図を持って
いたことも実証した。これは、既存研究の一部に
おいて、共同計画が、軍の幕僚レベルの実効性の
ない単なる研究として説明されてきたこと 80 に
見直しを迫る発見の一つとして捉えられる。ち
なみに、いくつかの既存研究においては、「日米
防衛協力の指針」（1978 年）制定以前においても、
日米間には共同計画が存在し、それは自衛隊の年
次防衛計画の前提研究となっていた、との事実
を指摘する議論が存在する 81。ただし、これらの
議論では、本論文で明らかにした、1950 年代前
半における日本側の意図については触れておらず、
その意味で、本論文の議論は、これらの議論を補
強する意味があると考えられる。つまり、本論文
より、共同計画が、単なる日米間の了解ではなか
った（少なくとも 1950 年代前半の時期にはそう
考えられていた）ことが明らかになったが、この
ことと、共同計画が自衛隊の年次防衛計画の前提
研究であった、という既存研究の知見とを合わせ
て考えると、やはり、共同計画は単なる研究では
なかったとの説が有力と言えないか。ここに、日
米共同防衛体制の萌芽が見られる。
　ちなみに、ここでその端緒が見られることとな
った、日米共同防衛体制を公式化するには更なる
時間が必要であった。1960 年に安保改定が行わ
れた際には、日本防衛のための共同防衛措置につ
いて、条約上定められることとなった（第５条）
が、依然として、秘密裏に行なわれていた共同計
画形成を政治的に承認された、公のものにする
ことはできずにいた。そこで、日米両国間の協
議（第４条）に関連し、日本側が、日米両軍間の
協議機関（軍事委員会）を公に形成することを提
案した。それには、共同計画形成を政治的に承認
された、公のものにするとの狙いもあったが、米
国側の反対により、結局設置されることはなかっ
た。さらに、1970 年代に入ると、共同計画形成
の公式化の問題が再び取り沙汰され、防衛協力小
委員会（SDC）が設置されることとなった。そし
て、最終的には、1978 年の「日米防衛協力のた
めの指針」形成へと至り、ようやく有事の際の共
同対処に関する公式的な枠組みが形成されるに至
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